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「自らの命は自らが守る」社会を支える取組について 
～防災気象情報の伝え方改善～ 

 

 

 

 

 

平成 30年 7月豪雨を受け設置された中央防災会議のワーキンググループでは

住民は「自らの命は自らが守る」意識をもち、行政は住民が避難行動をとれるよ

う全力で支援するよう提言されています。 

気象庁ではこの提言を踏まえ、平成 30 年度に引き続き令和元年度も、外部有

識者で構成される「防災気象情報の伝え方に関する検討会」を開催し、令和元年

房総半島台風や東日本台風における課題および改善策を整理・検討し、防災気象

情報がより一層防災対策に役立つよう、令和２年３月に防災気象情報の伝え方

の改善策と推進すべき取組をとりまとめました。今般、これを別紙に示す「「自

らの命は自らが守る」社会を支える取組」として進めて参ります。 

また、防災気象情報の伝え方の改善の一環として、「自らの命は自らが守る」

基本的な知識ととるべき行動について多くの方に学んでいただける学習教材（e

ラーニング※）の提供を、本日より気象庁ホームページで開始します。 

ひとりでも多くの方に受講いただくとともに、学んだことを、家族等周囲の

方々へ広めていただくことで、自助による防災効果を高めることを期待してお

ります。 

※ e ラーニングは、時間や場所を気にせず、身近にあるパソコンやスマートフォン等を使って学習できる

教材で、「３密（密閉、密集、密接）」の重なりを回避できる学習方法です。 

アドレス：https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/jma-el/dounigeru.html 

気象庁では、これらの取組を通して「自らの命は自らが守る」社会の実現に向

けて引き続き支援してまいります。 

問合せ先：防災気象情報の伝え方の改善に関する取り組みに関すること 

 予報部業務課気象防災情報調整室 小寺、蒔田 

 電話 03-3212-8341（内線 3115･3108） 

学習教材に関すること 

 総務部企画課防災企画室 浅野、板井、寺田 

 電話 03-3212-8341（内線 2361･2362･2363） 

出水期を迎えるにあたり、「自らの命は自らが守る」社会の実現を支

援するため、防災気象情報の伝え方を改善します。またその一環として、

住民の皆様に情報をより一層ご理解の上お使いいただけるよう、学習教

材の提供を開始します。 

http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/jma-el/dounigeru.html%EF%BC%88%E4%BB%AE%E7%A7%B0%EF%BC%89
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別紙 

「自らの命は自らが守る」社会の実現に向けた取組について 
【 】内は実施時期※ 

 
１．大雨特別警報解除後の洪水への注意喚起 
・警報への切替に合わせて、今後の洪水の見込みを発表【今出水期から】 
・警報への切替に先立って、本省との合同記者会見を実施【今出水期から】 
・ＳＮＳや気象情報、ホットライン、ＪＥＴＴによる解説などあらゆる手段で注意喚起

【今出水期から】 
・どの警戒レベルに相当する状況かわかりやすく注意喚起【今出水期から】 
 
２．過去事例の引用 
・顕著な被害が想定されるときには必要に応じて臨機に運用【随時】 
・特定の地域のみで災害が発生するかのような印象を与えないよう、地域に応じた分か

りやすい解説の実施【今出水期から】 
・地元に特化した情報を取得するよう呼びかけるとともに、地域に応じた詳細な解説を

強化【今出水期から】 
 
３．特別警報の改善 
・土砂災害に関する新たな基準による大雨特別警報の運用地域拡大【７月中旬から順次】 
・特別警報を待ってから避難するのでは命に係わる事態になるという「手遅れ感」が伝

わる表現に改善【今出水期から】 
・大雨特別警報の発表基準の改善（台風要因の基準のみによる発表を見直し、雨量の基

準に一本化）【７月中旬から】 
 
４．危険度分布の改善 
・市町村におけるさらなる活用を促進するため、適中率の向上を目指し関係機関と連携

して見直した基準を適用【（土砂）５月２６日から、（浸水・洪水）８月から】 
・危険度分布等をより活用していただくため、「あなたの町の予報官」による解説など

平時からの取組を強化【随時】 
・住民自らが避難の判断に利活用できるよう広報をさらに強化【随時】 
・本川の増水に起因する内水氾濫（湛水型の内水氾濫）の危険度の表示を改善【５月２

８日から】 
・降水の有無にかかわらず、本川の増水に起因する支川氾濫の危険度の高まりについて

自治体への連絡等を実施【今出水期から】 
 
 



別紙 

５．その他の改善 
・暴風により起こりうる被害や取るべき行動についてわかりやすく解説【今出水期から】 
・熱帯低気圧の段階から５日先までの台風進路・強度予報を提供【令和２年９月から】 
・直前の予報や発表情報から、雨量等が大きく変わった場合には、その旨強調して解説

【今出水期から】 
・気象キャスター等との意見交換や勉強会、YouTube を活用した講習会動画の配信を
実施【随時】 

・住民向け学習教材（ｅラーニング）の提供【5月 28日から】 
・住民向け参加型学習教材（ワークショップ）の提供【令和２年秋から】 
 

※今後の調整状況により変更となることがある 
















